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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第112期 

第１四半期 
連結累計期間 

第113期 
第１四半期 
連結累計期間 

第112期 

会計期間 
自平成28年４月１日 
至平成28年６月30日 

自平成29年４月１日 
至平成29年６月30日 

自平成28年４月１日 
至平成29年３月31日 

売上高 （百万円） 27,718 26,859 134,365 

経常利益 （百万円） 546 383 7,566 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 250 188 4,451 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 337 1,018 4,756 

純資産額 （百万円） 73,452 77,569 77,869 

総資産額 （百万円） 132,065 134,724 142,443 

１株当たり四半期（当期）  

純利益金額 
（円） 2.85 2.14 50.64 

潜在株式調整後１株当たり  

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 55.5 57.5 54.6 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】
「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。

 

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間の日本経済は、個人消費が緩やかに持ち直している中、雇用情勢、企業収益とも改善が

見られ、緩やかな回復基調が続いています。

当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）の主要事業である建設業界におきましても、公共投資は横ばい

となっておりますが、民間設備投資は建築工事費が緩やかに増加しているため、堅調に推移しています。

このような状況下、受注の質を高め、現場力の強化に取り組んでまいりました結果、工事受注高は216億５千２百

万円（前年同期比1.1％増）、完成工事高は206億３千９百万円（同5.3％減）、総売上高は268億５千９百万円（同

3.1％減）となりました。

利益につきましては、営業利益１億７千３百万円（同71.6％減）、経常利益３億８千３百万円（同29.8％減）、親

会社株主に帰属する四半期純利益１億８千８百万円（同24.9％減）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。（セグメントの業績については、セグメント間の内部売上高又は振

替高を含めて記載しております。）

（建設事業）

当社グループの主要部門であり、完成工事高は206億４千９百万円（前年同期比5.3％減）、営業利益は８千７百万

円（同76.3％減）となりました。

（製造・販売事業）

売上高は58億３千４百万円（同1.9％増）、営業利益は６億１千４百万円（同20.8％減）となりました。

（賃貸事業）

売上高は15億９千２百万円（同6.8％増）、営業利益は５千７百万円（同2.5％減）となりました。

（その他）

売上高は５億３千３百万円（同4.1％増）、営業利益は９千３百万円（同0.6％減）となりました。

 

(2) 財政状態

 当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、1,347億２千４百万円（前連結会計年度末比77億１千９百万円減）と

なりました。主な要因は、現金預金が11億１千６百万円増加したものの、電子記録債権が12億１千４百万円、受取手

形・完成工事未収入金等が110億５千６百万円減少したことによります。

 負債合計は、571億５千４百万円（同74億１千９百万円減）となりました。主な要因は、未成工事受入金が13億５

千５百万円増加したものの、支払手形・工事未払金等が72億４千万円、未払金が14億５千万円減少したことによりま

す。

 純資産合計は、775億６千９百万円（同２億９千９百万円減）となりました。主な要因は、株主配当金を13億１千

８百万円支払ったことによります。

 

(3) 経営方針・経営戦略等

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億１千２百万円であります。

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 380,000,000

計 380,000,000

（注） 平成29年６月29日開催の第112回定時株主総会において、株式併合に関する議案（10株を１株に併合し、発行可

能株式総数を380,000,000株から38,000,000株に変更）が可決されたため、株式併合の効力発生日（平成29年10

月１日）をもって、当社の発行可能株式総数は38,000,000株になります。

 
②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 97,616,187 97,616,187
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
1,000株

計 97,616,187 97,616,187 － －

（注） 平成29年６月29日開催の第112回定時株主総会において、株式併合に関する議案が可決されたため、株式併合の

効力発生日（平成29年10月１日）をもって、単元株式数は1,000株から100株に変更となります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 97,616,187 － 12,290 － 14,520

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    9,700,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   87,528,000 87,528 －

単元未満株式 普通株式      388,187 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数            97,616,187 － －

総株主の議決権 － 87,528 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数１個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本道路株式会社
東京都港区新橋一丁目

６番５号
9,700,000 － 9,700,000 9.94

計 － 9,700,000 － 9,700,000 9.94

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 25,349 26,465 

受取手形・完成工事未収入金等 46,743 35,687 

電子記録債権 5,313 4,098 

有価証券 10,999 10,999 

商品 1,795 1,823 

未成工事支出金 2,671 3,181 

原材料 709 680 

その他 11,073 13,061 

貸倒引当金 △123 △107 

流動資産合計 104,532 95,890 

固定資産    

有形固定資産    

土地 14,589 14,490 

その他（純額） 13,762 13,583 

有形固定資産合計 28,351 28,074 

無形固定資産 496 486 

投資その他の資産    

投資有価証券 8,372 9,555 

その他 1,096 1,120 

貸倒引当金 △405 △403 

投資その他の資産合計 9,063 10,272 

固定資産合計 37,911 38,833 

資産合計 142,443 134,724 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金等 31,320 24,080 

短期借入金 3,040 3,270 

未払金 11,780 10,329 

未成工事受入金 2,263 3,619 

完成工事補償引当金 41 40 

工事損失引当金 29 10 

独占禁止法関連損失引当金 1,436 783 

その他 5,388 5,329 

流動負債合計 55,301 47,463 

固定負債    

長期借入金 6,600 6,600 

退職給付に係る負債 1,290 1,278 

その他 1,382 1,813 

固定負債合計 9,273 9,691 

負債合計 64,574 57,154 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 12,290 12,290 

資本剰余金 14,540 14,540 

利益剰余金 50,243 49,114 

自己株式 △1,665 △1,665 

株主資本合計 75,408 74,279 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 3,273 4,138 

為替換算調整勘定 △446 △499 

退職給付に係る調整累計額 △530 △516 

その他の包括利益累計額合計 2,295 3,122 

非支配株主持分 165 167 

純資産合計 77,869 77,569 

負債純資産合計 142,443 134,724 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

売上高 27,718 26,859 

売上原価 24,863 24,477 

売上総利益 2,855 2,381 

販売費及び一般管理費 2,246 2,208 

営業利益 609 173 

営業外収益    

受取利息 7 4 

受取配当金 90 148 

為替差益 － 30 

貸倒引当金戻入額 17 21 

その他 26 15 

営業外収益合計 142 221 

営業外費用    

支払利息 13 5 

為替差損 187 － 

その他 3 5 

営業外費用合計 204 10 

経常利益 546 383 

特別利益    

固定資産売却益 23 3 

投資有価証券売却益 － 0 

その他 2 － 

特別利益合計 25 4 

特別損失    

固定資産除却損 4 20 

投資有価証券評価損 65 － 

特別損失合計 69 20 

税金等調整前四半期純利益 502 367 

法人税、住民税及び事業税 129 198 

法人税等調整額 123 △21 

法人税等合計 252 176 

四半期純利益 250 191 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△0 3 

親会社株主に帰属する四半期純利益 250 188 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

四半期純利益 250 191 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △83 865 

為替換算調整勘定 165 △52 

退職給付に係る調整額 5 13 

その他の包括利益合計 87 827 

四半期包括利益 337 1,018 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 338 1,015 

非支配株主に係る四半期包括利益 △0 3 
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【注記事項】

（追加情報）

（株式併合及び単元株式数の変更等） 

 当社は、平成29年５月15日開催の取締役会において、平成29年６月29日開催の第112回定時株主総会に株式

併合について付議することを決議し、同定時株主総会で承認可決され、平成29年10月１日でその効力が発生

いたします。 
 

(1) 株式併合及び単元株式数の変更の目的 

 全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、すべての国内上場会社の普通株式

の売買単位を100株に統一することを目指しております。 

 当社は、東京証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、当社普通株式の売買単位である単

元株式数を1,000株から100株に変更するとともに、中長期的な株価変動等を勘案しつつ、株主の皆様の議

決権の数に変更が生じることがないよう、株式併合（普通株式10株につき１株の割合で併合）を実施する

ものであります。 

 

(2) 株式併合の内容 

① 株式併合する株式の種類 

 普通株式 

② 株式併合の方法・比率 

 平成29年10月１日をもって、平成29年９月30日（実質上９月29日）の最終の株主名簿に記載又は記録

された株主の所有株式数を基準に、10株につき１株の割合をもって併合いたします。 

③ 株式併合により減少する株式数 

株式併合前の発行済株式総数（平成29年３月31日現在） 97,616,187株 

今回の株式併合により減少する株式数 87,854,569株 

株式併合後の発行済株式総数 9,761,618株 

（注）「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、併合前の発行済

株式総数及び株式併合の割合に基づき算出した理論値であります。 

④ １株未満の端数が生じる場合の処理 

 株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定めに基づき、一括して処分し、

その処分代金を端数の生じた株主に対して、端数の割合に応じて交付いたします。 

 
(3) 効力発生日における発行可能株式総数 

 38,000,000株 

 株式併合の割合にあわせて、従来の380,000,000株から38,000,000株に減少いたします。 

 

(4) 単元株式数の変更の内容 

 株式併合の効力発生と同時に、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更いたします。 

 

(5) 株式併合及び単元株式数の変更の日程 

取締役会決議日 平成29年５月15日 

株主総会決議日 平成29年６月29日 

株式併合及び単元株式数の変更の効力発生日 平成29年10月１日 

 

(6) １株当たり情報に及ぼす影響 

 当該株式併合が前連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりで 

あります。 

 

前第１四半期連結累計期間 

（自 平成28年４月１日 

至 平成28年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 

（自 平成29年４月１日 

至 平成29年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 28円48銭 21円40銭 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 
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（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日  至平成28年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平

成29年４月１日  至平成29年６月30日）

 当社グループは、連結会計年度の売上高における下半期の売上高の割合が大きくなるといった季節的変動があ

ります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。また、のれんの償却額については重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成29年４月１日
至  平成29年６月30日）

減価償却費 804百万円 852百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月13日 

取締役会
普通株式 1,494 17 平成28年３月31日 平成28年６月８日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年６月30日）

 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月15日 

取締役会
普通株式 1,318 15 平成29年３月31日 平成29年６月８日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連
結損益計
算書計上

額 
（注）３ 

  建設事業 
製造・販
売事業 

賃貸事業 計 

売上高                

外部顧客への売上高 21,787 4,260 1,271 27,318 400 27,718 － 27,718 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

25 1,467 219 1,711 112 1,824 △1,824 － 

計 21,812 5,727 1,490 29,030 512 29,543 △1,824 27,718 

セグメント利益 368 775 58 1,202 93 1,296 △687 609 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産業、ソフトウエアの

開発・販売及び事務用機器の販売、損害保険代理業、スポーツ施設等の企画・運営他を含んでおります。

   ２．セグメント利益の調整額△687百万円には、セグメント間取引消去４百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△691百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない提出会

社の本社管理部門に係る費用であります。

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連
結損益計
算書計上

額 
（注）３ 

  建設事業 
製造・販
売事業 

賃貸事業 計 

売上高                

外部顧客への売上高 20,639 4,440 1,355 26,434 424 26,859 － 26,859 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

10 1,394 237 1,642 109 1,751 △1,751 － 

計 20,649 5,834 1,592 28,076 533 28,610 △1,751 26,859 

セグメント利益 87 614 57 758 93 852 △679 173 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産業、ソフトウエアの

開発・販売及び事務用機器の販売、損害保険代理業、スポーツ施設等の企画・運営他を含んでおります。

   ２．セグメント利益の調整額△679百万円には、セグメント間取引消去３百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△682百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない提出会

社の本社管理部門に係る費用であります。

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

  １株当たり四半期純利益金額 2円85銭 2円14銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

               （百万円）
250 188

普通株主に帰属しない金額   （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額       （百万円）
250 188

普通株式の期中平均株式数    （千株） 87,919 87,915

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

（剰余金の配当）

 平成29年５月15日開催の取締役会において、平成29年３月31日を基準日とする剰余金の配当を行うことを決議い

たしました。

 (1)配当の原資      利益剰余金

 (2)配当金の総額     1,318百万円

 (3)１株当たり配当金額  15円

 (4)効力発生日       平成29年６月８日

- 14 -



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月10日

日本道路株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川 政人  印 

 
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 澤部 直彦  印 

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本道路株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本道路株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。
 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。 

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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